
名 高 会 第 １ ２ 号   

令和８年 ３月 ６日   

 

  名古屋市守山区瀬古３丁目１４０８番地 

  株式会社マルケイ 

  代表取締役 江 﨑 賢 一 殿 

 

会計事務管理者                  

名古屋高等検察庁 検事長 松 本   裕    

（ 公 印 省 略 ）    

 

工事成績評定通知書 

貴社が受注した工事について、法務省所管請負工事成績評定要領に基づき評

定した結果を通知します。 

なお、評定の結果に疑問があるときは、当職に対してその疑問の旨を付し

て、この書面の通知を受けた日から起算して１０日（行政機関の休日に関する

法律（昭和６３年法律第９１号）第１条に規定する行政機関の休日を含まな

い。）以内に書面により、説明を求めることができます。 

疑問の旨に対する説明は、書面により郵送いたします。 

なお、説明を求める場合の書面の送付先及び手続き等についての問合わせ先

は下記のとおりです。 

記 

１ 工 事 名      名古屋法務総合庁舎改修工事（建具改修の部） 

２ 工   期      令和 ７年 ８月２１日から 

令和 ８年 ３月１９日まで 

３ 完成技術検査年月日  令和 ８年 ３月 ３日 

４ 成績評定 

評定点合計      ７４点 項目別評定点は、別表のとおり 

５ 送付先        名古屋市中区三の丸４丁目３番１号 

名古屋高等検察庁事務局会計課国有財産係 

６ 手続き等の問合せ先  電話０５２-９５１-１５８４（会計課直通） 



様式第１９６号

別表

評 価 項 目 細　　　別

１　施工体制 Ⅰ　施工体制一般

／ 3.3 点

Ⅱ　配置技術者

／ 4.1 点

２　施工状況 Ⅰ　施工管理

／ 13.0 点

Ⅱ　工程管理

／ 8.1 点

Ⅲ　安全対策

／ 8.8 点

Ⅳ　対外関係

／ 3.7 点

３　出来形及び出来栄え Ⅰ　出来形

／ 14.9 点

Ⅱ　品　質

／ 17.4 点

Ⅲ　出来栄え

／ 8.5 点

４　工事特性（加点のみ） 施工条件等への対応

／ 7.3 点

５　創意工夫（加点のみ） 創意工夫

／ 5.7 点

６　社会性等（加点のみ） 地域への貢献等

／ 5.2 点

７　法令遵守等（減点のみ）

　　評定点合計

／ 100.0 点

2.9

4.1

9.4

8.1

7.5

3.3

74

評定点　／　満点

項 目 別 評 定 点

10.3

12.0

6.5

3.3

2.9

3.2



第９号様式 

契約の内容 

 

 契約年月日  令和７年８月２０日 

 契約業者名  株式会社マルケイ 

 契約業者の住所  名古屋市守山区瀬古３丁目１４０８番地 

 工事の名称  名古屋法務総合庁舎改修工事（建具改修の部） 

 工事場所  名古屋市中区三の丸４丁目３番１号 

 名古屋法務合同庁舎 

 工事種別 建築一式 

 工事概要 

 

 

 

 

 名古屋法務合同庁舎の防火シャッター改修、同改修

に伴う内装改修、電気設備及び機械設備工事を行う。 

 工期 （自）～（至）  令和７年８月２１日から令和８年３月１９日まで 

 契約金額  ４８，４００，０００円 

 



機密性３情報（契約締結後は１） 

事務担当者限り 

予 定 価 格 調 書 
 

 

 

金５６，４０８，０００円 
     （う ち 消 費 税 相 当 額     ５，１２８，０００円） 

     （入 札 書 比 較 参 考 額    ５１，２８０，０００円） 

 

     （調 査 基 準 価 格      ５１，４０３，０００円） 

     （調査基準価格の100/110      ４６，７３０，０００円） 

 

 

 ただし、名古屋法務総合庁舎改修工事（建具改修の部）として 

 

 

    令和７年７月１４日 

 

        支出負担行為担当官 

          名古屋高等検察庁検事長  池   浩 

 

 



(別紙１０)

第６号様式－１

予　定　価　格　積　算　内　訳　書

工事名 名古屋法務総合庁舎改修工事（建具改修の部）



工事費内訳 1

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

直接工事費      

直接工事費      
1   31,626,038

式
計

31,626,038

共通費          

  共通仮設費    
1   2,726,292

式
  現場管理費    

1   10,535,010
式

  一般管理費等  
1   6,392,660

式
計

19,653,962

工事価格        
1   51,280,000

式
消費税等相当額  

1   5,128,000 消費税率 10 ％
式

工事費          
1   56,408,000

式



工事種別内訳 2

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

建築工事        
1   24,290,328

式
電気設備工事    

1   2,244,700
式

機械設備工事    
1   5,091,010

式
計

31,626,038



建築工事　種目別内訳 3

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

庁舎A棟（建具改修の部）
1   19,400,112

式
庁舎B棟（建具改修の部）

1   4,890,216
式

計
24,290,328

電気設備工事  種目別内訳 4

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

庁舎Ａ棟（建具改修の部）
1   1,564,690

式
庁舎Ｂ棟（建具改修の部）

1   680,010
式

計
2,244,700



機械設備工事　種目別内訳 5

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

A棟（建具改修の部）
1   4,869,680

式
B棟（建具改修の部）

1   221,330
式

計
5,091,010



建築工事　科目別内訳 6

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

直接仮設        
1   2,101,521

式
建具改修        

1   15,099,808
式

内外装改修      
1   1,756,329

式
塗装改修        

1   53,953
式

発生材処理      
1   388,501

式
計

19,400,112

建築工事  科目別内訳 7

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

直接仮設        
1   543,415

式
建具改修        

1   3,239,100
式

内外装改修      
1   704,220

式
塗装改修        

1   3,872
式

発生材処理      
1   399,609

式
計

4,890,216

庁舎A棟（建具改修の部）

庁舎B棟（建具改修の部）



電気設備工事　科目別内訳 8

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

電灯設備        
1   496,200

式
火災報知設備    

1   1,068,490
式

計
1,564,690

電気設備工事  科目別内訳 9

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

電灯設備        
1   384,240

式
拡声設備        

1   22,200
式

監視カメラ設備  
1   33,500

式
火災報知設備    

1   240,070
式

計
680,010

庁舎Ａ棟（建具改修の部）

庁舎Ｂ棟（建具改修の部）



機械設備工事　科目別内訳 10

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

消火設備        
1   4,869,680

式
計

4,869,680

機械設備工事  科目別内訳 11

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

給水設備        
1   66,400

式
排水設備        

1   154,930
式

計
221,330

B棟（建具改修の部）

A棟（建具改修の部）



建築工事　中科目別内訳 12

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単位 金　　　　　　　　額 備　　　　　　考

直接仮設        

1   2,101,521
式

計

2,101,521

建具改修        撤去            

1   937,342
式

建具改修        改修            

1   14,162,466
式

計

15,099,808

内外装改修      撤去            

1   272,522
式

内外装改修      改修            

1   1,483,807
式

計

1,756,329

塗装改修        改修            

1   53,953
式

計

53,953

発生材処理      運搬            

1   274,101
式

発生材処理      処分            

1   114,400
式

計

388,501

建築工事  中科目別内訳 13

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単位 金　　　　　　　　額 備　  　　　考

直接仮設        

1   543,415
式

計

543,415

建具改修        撤去            

1   175,100
式

建具改修        改修            

1   3,064,000
式

計

3,239,100

内外装改修      撤去            

1   69,764
式

内外装改修      改修            

1   634,456
式

計

704,220

塗装改修        改修            

1   3,872
式

計

3,872

発生材処理      運搬            

1   158,247
式

発生材処理      処分            

1   241,362
式

計

399,609

庁舎A棟（建具改修の部）

庁舎B棟（建具改修の部）



電気設備工事　中科目別内訳 14

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単位 金　　　　　　　　額 備　　　　　　考

電灯設備        電灯分岐        

1   496,200
式

計

496,200

火災報知設備    自動閉鎖        

1   1,068,490
式

計

1,068,490

電気設備工事  中科目別内訳 15

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単位 金　　　　　　　　額 備　  　　　考

電灯設備        電灯分岐        

1   384,240
式

計

384,240

拡声設備        

1   22,200
式

計

22,200

監視カメラ設備  

1   33,500
式

計

33,500

火災報知設備    自動閉鎖        

1   240,070
式

計

240,070

庁舎Ａ棟（建具改修の部）

庁舎Ｂ棟（建具改修の部）



機械設備工事　中科目別内訳 16

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単位 金　　　　　　　　額 備　　　　　　考

消火設備        

1   3,444,180
式

消火設備        総合調整費      

1   1,225,500
式

消火設備        消防申請費 1   200,000
式

計 4,869,680

機械設備工事  中科目別内訳 17

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単位 金　　　　　　　　額 備　  　　　考

給水設備        

1   66,400
式

計

66,400

排水設備        

1   154,930
式

計

154,930

B棟（建具改修の部）

A棟（建具改修の部）



第８号様式 

 

入 札 調 書 

 

件       名 名古屋法務総合庁舎改修工事（建具改修の部） 

入札及び開札の場所  電子調達システム 

入札日時 令和7年7月24日午後零時  開札日時 令和7年7月25日午後2時9分 

入  札  者 
１  回 ２  回 見積１回 見積２回 

金  額 

（千円） 

金  額 

（千円） 

金  額 

（千円） 

金  額 

（千円） 

株式会社マルケイ 44,000 

（税込48,400） 

落札   

東洋建設株式会社 44,800 

（税込49,280） 

   

有限会社儀賀住建 65,430 

（税込71,973） 

   

三愛トーヨー住器 

株式会社 

無効 

（工事費内訳書 

一部未提出） 

   

株式会社 

スタイリッシュハウス 

無効 

（工事費内訳書 

期限外提出) 

   

ＳＳＰＣ株式会社 

 

無効 

（工事費内訳書未提出） 

   

株式会社藤井工業 辞退    

株式会社ユウキ建設 辞退    

株式会社忠起建匠 辞退    

株式会社サンジュ 辞退    



第８号様式 

株式会社 AK プランニング 辞退    

株式会社つづく 辞退    

株式会社プランドシー 辞退    

有限会社エステック 辞退    

落札決定の理由  予算決算及び会計令第86条第1項の規定により調査した結果、落

札者に決定した。 

備     考 
会計法第29条の3第1項による一般競争入札 

当該金額に10％に相当する金額（消費税相当額）を加算した金額が、

法律上の入札金額である。 

  入札した結果は、上記のとおりである。 

 

  令和７年８月８日 

 

入札執行者  検察事務官   横 井   智 

 

立 会 者  検察事務官   杉 山 大 輔 

 



第４号様式 

 

 

競争参加資格確認結果  

 

１ 工事名   名古屋法務総合庁舎改修工事（建具改修の部）  

２ 部局名   名古屋高等検察庁  

３ 入札公告日 令和７年６月３日  

４ 競争参加資格確認結果通知期限日  令和７年６月２３日  

                   

 資 格 確 認 申 請 者  資 格 の 有 無  資 格 が な い と 認 め た 理 由 

株式会社マルケイ 有  

株式会社藤井工業 有  

東洋建設株式会社 有  

株式会社スタイリッシュハウス 有  

株式会社つづく 有  

ＳＳＰＣ株式会社 有  

株式会社ユウキ建設 有  

株式会社ＡＫプランニング 有  

株式会社プランドシー 有  

三愛トーヨー住器株式会社 有  

株式会社忠起建匠 有  

株式会社サンジュ 有  

有限会社エステック 有  

有限会社儀賀住建 有  

 

（備考）１ 「資格の有無」の欄には、資格があると認めた場には「有」と記載し、資格

がないと認めた場合には「無」と記載する。  

    ２ 「資格がないと認めた理由」の欄には、競争参加資格確認通知書と同様の内

容を記載する。   



第１０号様式 

（第１回、最終）契約変更の内容 

 

 契約変更年月日  令和８年２月２日 

 契約業者名  株式会社マルケイ 

 契約業者の住所  名古屋市守山区瀬古３丁目１４０８番地 

 工事の名称  名古屋法務総合庁舎改修工事（建具改修の部） 

 工事場所  名古屋市中区三の丸４丁目３番１号 

 工事種別  建築一式 

 工事概要 

 

 名古屋法務合同庁舎内の防火シャッター改修、同改

修に伴う内装改修、電気設備及び機械設備工事を行う。 

 

 工期 （自）～（至）  令和７年８月２１日から令和８年３月１９日まで 

 契約金額  ４８，４００，０００円 

 変更金額    ▲１１０，０００円 

 変更後の契約金額  ４８，２９０，０００円 

 変更理由 

 

 

 

 

設計図書の一部を見直したため 

 

注： （第○回、最終）は、途中変更契約の場合には「第○回」に○印をつけ変更の回数  

を記入する。最終変更の場合は「最終」に○印を付ける。 



機密性３情報（契約締結後は１） 

事務担当者限り 

 

予 定 価 格 調 書 

 

 

 

金９，９００円（減額） 

     （う ち 消 費 税 相 当 額     ９００円（減額）） 

     （入 札 書 比 較 参 考 額    ９，０００円（減額）） 

 

 

 ただし、名古屋法務総合庁舎改修工事（建具改修の部）（第１回変更）契

約金額として 

 

 

    令和８年１月１６日 

 

        支出負担行為担当官 

          名古屋高等検察庁検事長 松 本   裕 

 

 

 



第６号様式の１ 
 

 
 
 
 

予定価格積算内訳書 
 
 
 

工事名 名古屋法務総合庁舎改修工事（建具改修の部）（第１回変更） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



工事名称 名古屋法務総合庁舎改修工事（建具改修の部）（第１回変更）

工事場所 愛知県名古屋市中区三の丸４丁目３ー１

見積 マルケイ

コ 建築コスト情報2025.4.春

施 建築施工単価　25-4　春

物 建設物価　2025.6

資 積算資料　2025.6

マ 改修　機械設備工事　積算実務マニュアル　2022

【　内　訳　書　】



工事費内訳 1

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

直接工事費      CM  コメント

直接工事費      CK  直接工事費
1   ▲64,255

式
計 CKK 直接工事費計

▲64,255

共通費          CM  コメント

  共通仮設費    KK  共通仮設費
1   61,181 変更後-原設計　参考資料参照

式 2,787,473-2,726,292
  現場管理費    KG  現場管理費

1   ▲6,154 変更後-原設計　参考資料参照

式 10,528,856-10,535,010
  一般管理費等  KI  一般管理費等

1   ▲772 変更後-原設計　参考資料参照

式 6,391,888-6,392,660
計 KS  共通費計

54,255

CM  コメント

工事価格        KKK 工事価格
1   ▲10,000

式
工事価格×落札調整率 KKK 工事価格

1   ▲ 9,000 落札調整率44000000/51280000

式 落札額/予定価格（税抜き）
消費税等相当額  

1   ▲900 消費税率 10 ％
式

工事費          KH  工事費
1   ▲9,900

式



工事種別内訳 2

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

建築工事        WP
1   8,925

式
電気設備工事    WP

1   116,000
式

機械設備工事    WP
1   ▲189,180

式
計

▲64,255



建築工事　種目別内訳 3

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

庁舎A棟（建具改修の部） WP
1   ▲93,267

式
庁舎B棟（建具改修の部） WP

1   102,192
式

計
8,925

電気設備工事  種目別内訳 4

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

庁舎Ａ棟（建具改修の部） WP
1   28,700

式
庁舎Ｂ棟（建具改修の部） WP

1   87,300
式

計
116,000



機械設備工事　種目別内訳 5

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

A棟（建具改修の部） WP
1   ▲189,180

式
計

▲189,180



建築工事　科目別内訳 6

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

内外装改修      019
1   ▲78,957

式
発生材処理      021

1   ▲14,310
式

計
▲93,267

建築工事  科目別内訳 7

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

内外装改修      019
1   15,254

式
発生材処理      021

1   86,938
式

計
102,192

庁舎A棟（建具改修の部）

庁舎B棟（建具改修の部）



電気設備工事　科目別内訳 8

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

火災報知設備    019
1   28,700

式
計

28,700

電気設備工事  科目別内訳 9

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

電灯設備        001
1   87,300

式
計

87,300

庁舎Ａ棟（建具改修の部）

庁舎Ｂ棟（建具改修の部）



機械設備工事　科目別内訳 10

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

消火設備        009
1   ▲189,180

式
計

▲189,180

A棟（建具改修の部）



建築工事　中科目別内訳 11

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単位 金　　　　　　　　額 備　　　　　　考

内外装改修      撤去            002
1   ▲16,317

式
内外装改修      改修            WP

1   ▲62,640
式

計

▲78,957

発生材処理      運搬            001
1   ▲9,360

式
発生材処理      処分            002

1   ▲4,950
式

計

▲14,310

建築工事  中科目別内訳 12

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単位 金　　　　　　　　額 備　  　　　考

内外装改修      撤去            
0021   6,534

式
内外装改修      改修            

WP1   8,720
式

計

15,254

発生材処理      運搬            
0011   25,830

式
発生材処理      処分            

0021   61,108
式

計

86,938

庁舎A棟（建具改修の部）

庁舎B棟（建具改修の部）



電気設備工事　中科目別内訳 13

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単位 金　　　　　　　　額 備　　　　　　考

火災報知設備    自動閉鎖        WP
1   28,700

式
計

28,700

電気設備工事  中科目別内訳 14

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単位 金　　　　　　　　額 備　  　　　考

電灯設備        電灯分岐        002
1   87,300

式
計

87,300

庁舎Ａ棟（建具改修の部）

庁舎Ｂ棟（建具改修の部）



機械設備工事　中科目別内訳 15

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単位 金　　　　　　　　額 備　　　　　　考

消火設備        WP
1   ▲365,980

式
消火設備        総合調整費      WP

1   ▲171,000
式

不断水配管凍結工事    1   347,800
式

計 ▲189,180

A棟（建具改修の部）



 入札公告（建設工事）

 　次のとおり一般競争入札に付します。

 　令和７年６月３日

 

 支出負担行為担当官　　　　　　　　　　　　　　

 名古屋高等検察庁検事長　 　池　　　浩　　　

 

 １　工事概要

  (1)　工事名

 名古屋法務総合庁舎改修工事（建具改修の部）

  (2)　工事場所

 名古屋市中区三の丸４丁目３番１号　名古屋法務合同庁舎

  (3)　工事内容

名古屋法務合同庁舎の防火シャッター改修、同改修に伴う内装改修、電気設

 備及び機械設備工事を行う。

  (4)　工期

 　　　令和８年３月19日（木）まで

 (5)　本件入札手続は、入札参加申請手続、入札及び開札手続を電子調達システム

 （政府電子調達（ＧＥＰＳ （https://www.geps.go.jp/ ）により行う。） ）

なお、電子調達システムにより難い者は、支出負担行為担当官の承認を得

た場合に限り、これら手続を書面により行うこと（以下「紙入札方式」とい

 う ）ができる。。

 ２　競争参加資格

 (1)　予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号。以下「予決令」という ）第70。

 条及び第71条の規定に該当しない者であること。

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な

 同意を得ている者は、予決令第70条における特別の理由がある場合に該当する。

 (2)　本件工事の業種区分（建築一式工事）において、法務省の令和７・８年度に

おける建設工事の一般競争参加資格の認定を受けていること（会社更生法（平

成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民

事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされて

いる者については、手続開始の決定後、法務省が別に定める手続に基づく一般

 競争参加資格の再認定を受けていること 。。）

 (3)　法務省の令和７・８年度における建築一式工事の一般競争参加資格の認定の

 際に算出して得た総合数値が、1,200点未満(ＢないしＤ)であること。

 (4)　競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争参加資格確認

資料（以下「資料」という。）の提出期限の日から開札の時までの期間に、平



成７年１月23日付け法務省営第191号会計課長通達「工事請負契約に係る指名

停止等の措置要領の制定及び運用について」に基づく指名停止を受けていない

 こと。

 (5)　入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと（入札説

 明書参照 。）

 (6)　会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法

に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記(2)の再認定を受けた

 者を除く ）でないこと。　。

 (7)　警察当局から、暴力団が実質的に経営を支配する業者又はこれに準ずるもの

として排除要請があり、法務省大臣官房施設課長が契約の相手方として不適当

 であると認めていないこと。

 (8)　法務省が発注した工事について、予決令第85条に基づく調査基準価格を下回

る価格で契約し、かつ、当該工事の工事成績評定点が65点未満である場合には、

その工事成績評定点の通知日の翌日から法務省が発注する工事の入札公告の日

 までの期間が１か月を経過していること。

 ３　入札手続等

  (1)　担当部局

 　　〒460-0001　名古屋市中区三の丸４丁目３番１号

 　　　　　　　　名古屋高等検察庁事務局会計課国有財産係

 　　　　　　　　電話　052-951-1584

  (2)　入札説明書等の入手期間及び入手方法

 　　ア　入手期間

 　　　　令和７年６月３日（火）から同年７月23日（水）まで

 　　イ　入手方法

　　 (ｱ)　入札説明書等（入札説明書別冊の図面等を除く。）は、上記(1)の場所で

 交付又は電子調達システム（ＧＥＰＳ）

 　　　　　https://www.geps.go.jp/

 　　　　からダウンロードできる。

　　 (ｲ)　入札説明書別冊の図面等については、上記(1)の場所で交付（行政機関

の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１条に規定する行政機関の

休日（以下「休日」という。）を除く毎日、午前９時から午後５時まで。）

 するので必ず入手すること。

　　 (ｳ)　別冊の図面等を含む入札説明書等について、郵送（着払い）による入手

 申込みも受け付ける。

  (3)　申請書の提出期間及び提出方法

 　　ア　提出期間

　　　　令和７年６月３日（火）から同月16日（月）までの休日を除く毎日、午前



 ９時から午後５時まで

 　　イ　提出方法

 　　　　電子調達システムにより提出すること。

　　　　なお、紙入札方式による場合は上記(1)の場所に持参又は郵送（書留郵便

 等、配達の記録が残るものに限る。提出期間内必着 ）すること。。

  (4)　現場説明会の実施

 　　ア　現場説明の期間

 　　　　令和７年７月７日（月）午前９時から同月８日（火）午後５時まで

 イ　現場説明の場所

 上記３(1)に同じ。

  (5)　入札、開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法

 　　ア　入札

 　　 (ｱ)　入札書の提出期限

 　　　　　令和７年７月24日（木）正午まで

 　　 (ｲ)　入札書の提出方法

 　　　　　電子調達システムによる。

　　　　　なお、紙入札方式による場合は上記(1)の場所に持参又は郵送（書留郵便

 等、配達の記録が残るものに限る。提出期限までに必着 ）すること。。

 　　イ　開札

 　　 (ｱ)　開札の日時

 　　　　　令和７年７月25日（金）午後２時

 　　 (ｲ)　開札の場所

 　　　　　名古屋市中区三の丸４丁目３番１号

 　　　　　名古屋法務合同庁舎Ａ棟９階小会議室又は電子調達システム

 ４　その他

 (1)　手続において使用する言語は日本語、通貨は日本円、時間は日本の標準時及

 び単位は計量法（平成４年法律第51号）による。

  (2)　入札保証金

 免除

  (3)　契約保証金

　　　納付（保管金の取扱店　日本銀行桜通代理店（三菱ＵＦＪ銀行名古屋営業

部））。ただし、利付国債の提供（保管有価証券の取扱店　日本銀行桜通代理

店（三菱ＵＦＪ銀行名古屋営業部））又は金融機関若しくは保証事業会社の保

証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、公共工事履行保証

証券による保証を付し、又は履行保証保険の締結を行った場合は、契約保証金

 の納付を免除する。

  (4)　入札の無効



　　　本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽の

 記載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。

  (5)　落札者の決定方法

　　　予決令第79条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の

 価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

　　　ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約

の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその

者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって

著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をも

って入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とすること

 がある。

  (6)　手続における交渉の意図の有無

 　　　無

  (7)　契約書の作成の要否

 　　　要

 (8)　本件工事に直接関連する他の工事の請負契約を本件工事の請負契約の相手方

 との随意契約により締結する予定の有無

 　　　無

  (9)　関連情報を入手するための照会窓口

 　　　上記３(1)に同じ。

  (10)　一般競争参加資格の認定を受けていない者の参加

　　　上記２(2)に掲げる一般競争参加資格の認定を受けていない者も上記３(3)に

より申請書を提出することができるが、競争に参加するためには、開札の時に

おいて、当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受けていなけれ

 ばならない。

  (11)　詳細は入札説明書による。

 


